
『Before/After 民法改正』＊訂正表 
 
 
【2018 年６月１日更新】 
 
■ⅰ頁 ４行目 
 「公布の日から２年以内」を「公布の日から３年以内」と訂正する。 
 
■60 頁 下から３行目 
 「〔旧 158 条以下〕）の概念を、」を「〔旧 158 条以下〕）の用語を、」と訂正する。 
 
■81 頁 
９～11 行目 
 「損害賠償請求権についても 20 年の 期間の定めがあるが、起算点が「不法行為の時」とされ
ている点で、新 167 条・166 条１項 ２号の定める「権利を行使することができる時」とは、
微差がある。」を、 
「損害賠償請求権については３年と 20 年の二重期間の定めがあるが、それぞれ起算点が「損
害及び加害者を知った時から」、「不法行為の時」とされている点で、新 167 条→新 166 条１
項１号・２号の表現とは、微差がある。」と訂正する。 

下から５行目 
 「適用することには問題がないのだろうか。」を「適用することに問題はないのだろうか。な
ぜなら、結果的に旧法下における 10 年の時効期間と比べると後退だといえるからである。」と
訂正する。 

下から４～３行目 
 「この解釈は、人身……合致するのだが。」を、下から２行目の「解することはできないであ 
ろうか。」の後ろに移動する。 

 
■223 頁 下から２行目 
 「A は Bに対して」を「C は B に対して」と訂正する。 
 
■273 頁 15 行目 
 「（新 468 条１項）（ただし、」を「（新 468 条１項。ただし、」と訂正する。 
 
■308 頁 囲み内の３行目 
 「その旨の付記登記をした。」の「付記」を削除する。 
 
■344 頁 図中、斜めの罫の下の文字 
 「（出損関係）」を「(出捐関係）」と訂正する。 
 
■359 頁８行目 
 「債権者に帰責事由がない場合には」を「債権者に帰責事由がある場合には」と訂正する。 
 
■434 頁 囲み内の下から２行目 
 「檄昂して」を「激昂して」と訂正する。 
 
■454 頁 囲み内の５行目、本文の下から 10 行目 
「債権執行」を「強制執行」と訂正する。 


